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図３ エンジン停止走行に係る再現試験の状況 
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図４ 制動距離の比較結果 

 

ものである。車両により差異が認められるが、すべて

の車両で、エンスト直後にブレーキを一度踏む範囲で

は、正常時との制動距離の差が小さいことが分かる。 

 また、操舵性能に関しては、パワーアシストが失陥

する車両と失陥しない車両があったが、失陥する車両

は、正常時の約２～３倍の操舵トルクを必要とするこ

とが分かった。 

 

４．４. ユーザーへの注意喚起 

 今回の試験結果から、事故防止のためのユーザーへ

の注意事項を以下のように整理した。 

・ 後退レンジで前進して坂を下る又は前進レンジ

で後退して坂を下るとエンストが起きる。→上り

坂や下り坂で発進するときは、動き出す前に進行

方向とシフトレンジ位置があっているかを確認

すること。 

・ プッシュ式スタート装置装着車においては、ブレ

ーキペダルを踏まずにプッシュボタンを押す等

始動操作が正しくなく、エンジンがかかっていな

いことがある。→エンジンが始動していること

を、メータパネル内の警告灯、エンジン回転計で

確認すること。 

・ エンスト時にブレーキペダルの踏み直しを数回

行うと、ブレーキ倍力装置のアシスト力が減少し

て、ブレーキペダルが硬くなり効きにくく、通常

と同じ距離で停止するために必要な踏力が増加

する。→ブレーキペダルを一度で踏み停止するこ

と。ブレーキペダルが硬くなっても、故障ではな

いのでいつも以上の強い力で踏むこと。 

・ エンスト時、パワーステアリングはアシスト力が

減って必要な操舵力が大きくなり、ハンドルが重

く切りにくくなる。→ハンドルはいつも以上の強

い力で操舵する。 

 これらの調査結果及び注意事項は、国土交通省のHP

（www.mlit.go.jp/jidosha/carinf/rcl/index)等を通じて

公表され、「オートマ車での誤った操作によるエンス

トに注意！！」としてビデオ映像とともにユーザーに

向けての注意喚起が行われている。 

 

５．まとめ 

 リコール技術検証部の平成 25 年度における技術検

証業務の概要について概説するとともに、同年度に行

った、オートマチック車を対象とした「エンジン停止

走行」に繋がるおそれのある事象に関する調査の結果

について紹介してきた。 

 これまで８年余りの技術的検証の経験からみえて

きたことは、自動車の構造・装置に係る不具合は、そ

の直接の原因は単純なものであっても、その背景に

は、点検・整備、使用環境及び設計・製造に係る要因

が複合しているものが多く、再発防止、さらには未然

防止を図っていくためには、メーカー、整備事業者、

ユーザー及び行政が、それぞれの立場で、また連携し

て取り組むことが不可欠ということである。当部とし

ても、このような観点のもと、技術検証業務やこれに

関連した市場への注意喚起をすすめ、重大不具合の撲

滅に貢献していく所存である。 
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１．まえがき 
 交通安全環境研究所では、日々の生活や経済活動

に欠かせない自動車、鉄道等について、国の施策に

直結した試験研究業務を通じて、安全で環境に優し

い交通社会の構築に貢献するための取り組みを進

めている。 
 その中で交通システム研究領域では、交通社会の

安全・安心の確保及び地球環境問題の改善に貢献す

ることを目的として、安全性の高い公共交通システ

ムの構築及び公共交通システムの利用促進等の観

点から研究に取り組んでいる。本稿では、交通シス

テム研究領域が実施している研究の概要について

報告する。 
２．交通システム研究領域の研究 

２．１．基本的視点 
 交通システム研究領域では、研究に対する基本的

視点として、（1）交通システムの安全・安心の確保、

（2）地方鉄道の維持・活性化、（3）公共交通利用促

進等による地球環境問題の改善、に関する研究に重

点的に取り組んでいる。 
 これらは国土交通省における鉄道分野の主要施

策に対応しているものであるが、近年、国土交通省

ではこれらに加え、我が国の鉄道技術の海外展開を

重要施策の一つとして位置づけており、当研究所に

おいても、日本の鉄道技術の国際規格化に注力する

とともに、鉄道認証室を設置して、国際規格適合性

認証（鉄道製品認証）に積極的に取り組んでいると

ころである。 
 また、索道（ロープウェイ、リフト等）の試験を

行うことができる我が国唯一の公的機関として、索

道に関する試験研究にも継続的に取り組んでおり、

握索装置（搬器をロープに固定する装置）の試験を

実施しているほか、索道事故等のデータベース化な

ど索道の安全に資する研究を実施している。 
２．２．交通システムの安全・安心の確保 
 交通システムの安全・安心の確保に係わる研究に

ついては、主に安全性評価技術、常時監視・モニタ

リング技術、シミュレーション技術に関する研究を

実施している。 
 当研究所は、運輸省の研究所として発足し、現在

も国に準ずる公的な研究所として、実績のない新た

な交通システムや新技術を導入する際の安全性・信

頼性の評価及び技術基準策定支援などに取り組ん

できた実績を有している。また、その知見を活かし、

日本の鉄道メーカが海外の鉄道プロジェクトに参

画する際の安全性評価についても多くの実績があ

る。 
 安全性評価技術に関する取り組みについては、新

たに開発されたシステム等の安全性評価を受託研

究として継続的に実施するとともに、評価を通じて

蓄積したノウハウを活用し、今後の安全性評価や国

際規格適合性認証を円滑、的確に進める上で役立て

られるよう、日本の鉄道の安全確保の考え方に立脚

した評価手法について整理・体系化を進めている。 
 常時監視・モニタリング技術については、鉄道施

設、車両の保守管理コストの低減が課題となってい

る一方で、輸送障害に対する防止対策も重要な課題

となっており、検査手法や保守管理手法に関する研

究が求められていることを背景として、低コスト

化、高性能化が進んでいるセンサ類を活用した軌

道・車両境界領域に係わる状態監視技術に関する取

り組みを進めている。具体的には、脱線係数の常時

モニタリング装置による軌道状態把握手法及びそ

こから得られる常時観測データを前提とする軌道

管理手法の研究や、トングレールの異常振動の検知

等による転てつ器の予防保全手法に関する研究な
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どを実施している。 
 シミュレーション技術については、鉄道の運転状

況を模擬することができる鉄道安全性評価シミュ

レータにより、運転状況記録装置から得られる実運

行データ及び路線線形、運行ダイヤに関する情報を

もとにインシデント事象を抽出し、安全運行に役立

てるための研究を進めている。運転状況記録装置

は、平成 17 年に発生した JR 福知山線列車脱線事

故を契機に設置が義務付けられ、現在、普及は進ん

できているが、そこで蓄積されるデータをいかに活

用するかが課題であることから、データの有効活用

に向けて貢献していきたいと考えている。 
 また、自動車・鉄道の双方を所管する当研究所の

特徴を活かしたモード横断的取り組みも進めてお

り、昨年度は、路面電車と自動車間の事故防止を目

指して、東京大学、マツダ、広島電鉄とともに、車

車間通信を活用した安全運転支援システムを構築

し、第 20 回 ITS 世界会議東京 2013 のポストコン

グレスツアーとして、広島において公道での実証実

験を行った。 
２．３．地方鉄道の維持・活性化 
 地方鉄道の維持・活性化を目的として、各種のセ

ンサ技術や汎用技術を活用するとともに、GPS、汎

用無線等の通信技術を組み合わせて、営業列車を用

いた軌道状態監視システム（プローブ車両）や画像

解析による予防保全支援システムの構築を行うな

ど、地方鉄道の保守負担軽減、省コスト化に資する

研究を実施している。 
 また、将来に向けて一層の保守負担軽減、省コス

ト化を図るには、軌道回路等の地上設備に頼ってい

る列車の位置検知を車上主体に置き換え、地上設備

を削減・省力化することが求められる。このため、

当研究所では、国土交通省からの受託研究として、

準天頂衛星、GPS 等の衛星測位技術を活用して列

車の位置検知を行う車上システムの精度・信頼性等

に関する研究にも取り組んでいる。 
２．４．公共交通利用促進等による地球環境問題の

改善 
 公共交通の利用促進に関する研究は、LRT 等の

軌道系システムやデュアルモードシステムなどの

交通システム、及びそれを補完する輸送機関につい

て評価を行うとともに、地方自治体や広く一般社会

への理解促進・啓発活動を行うなど、公共交通シス

テムの普及促進に関する取り組みを実施している。 

 LRT は、省エネルギー性が高く、乗降における

上下移動が少ないため、高齢化社会が進展する中で

交通弱者にも利用しやすい交通システムである。そ

のような LRT や路線バス、デュアルモードシステ

ムなどを対象に、道路交通と軌道系交通を模擬した

シミュレーションによる評価を行い、公共交通シス

テムの導入効果や、公共交通優先信号を導入した場

合の定時性確保に対する効果及び交通流への影響

等について、CO2排出量など環境への影響も含めた

定量的評価を行っている。 
 また、公共交通においては、利便性が高く安定し

た運行ダイヤの確保は重要な課題であることから、

鉄道、路面電車のダイヤを対象として、シミュレー

ション技術を活用し、運行乱れ時における利用者へ

の影響も考慮した運行ダイヤ評価手法の研究に取

り組んでいる。 
２．５．国際標準化及び国際規格適合性認証 
 欧州では、メーカが中心となり、国際標準化を武

器とした鉄道技術の海外展開を積極的に図ってい

る。現在、東南アジアを中心として、多くの国が鉄

道の整備を検討・推進しており、我が国としては、

国家戦略として国際標準化に積極的に関わること

が重要である。このような背景から、日本の優れた

鉄道技術や当研究所の知見・経験を国際規格に反映

させるため、国際標準化活動に積極的に参画してい

る。 
 また、日本の鉄道技術を海外へ展開するにあた

り、第三者機関（認証機関）による国際規格適合性

認証を要求されることが多くなり、近年、海外展開

の要件の一つとなっている。当研究所の鉄道認証室

は、我が国初の鉄道分野における製品認証機関とし

て認定を取得し、認証活動に積極的に取り組んでお

り、認証書の発行実績も増えてきている。 
３．今後の展開 

 交通システム研究領域では、交通システムの安

全・安心の確保、地方鉄道の維持・活性化、公共交

通の利用促進等に関する研究を中心に取り組んで

おり、これらの研究を通じて、安全で持続可能な交

通社会の実現に貢献している。 
 これからも、当研究所が有する研究資産と、安全

性評価技術、シミュレーション技術など、これまで

培ってきた技術力を最大限活用し、安全で安心な国

民生活に結びつく研究に積極的に取り組んでいき

たいと考えている。 
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１．まえがき 
自動車分野における安全性向上については、国土

交通省自動車局が交通事故死傷者数削減を目的と

して推進しているＡＳＶ推進計画において、衝突被

害軽減ブレーキやレーンキープアシストシステム

等の自律検知型安全運転支援システムの開発・実用

化を推進しており、普及が進んできている。しかし、

平成 25 年における交通事故の被害者数は、死亡者

が約 4400 人、負傷者が約 78 万人となっており 1)、

依然として深刻な状況にある。そのため、見通しの

悪い交差点での出会い頭事故等、自律検知型システ

ムで防ぐことのできない事故に対して、車車間通信

等を利用して情報提供や注意喚起を行う通信利用

型安全運転支援システムの実用化に向けた検討も

進められているところである。 
一方、鉄道分野においては、列車の運転保安に直

結する列車位置検知は、実績のある軌道回路が引き

続き主要な方式となっているが、運行管理や保守管

理などの業務を対象に GPS 等による新たな位置検

知技術が取り入れられてきている状況にある。また

近年では、地上～車上間の無線通信システムに基づ

く新たな方式の運転保安装置も実用化されている。 
このように、自動車、鉄道のそれぞれの分野にお

いて、通信技術を効果的に活用することにより安全

を確保するための研究開発、実用化が進められてい

る状況にある。 
そのような状況の中、交通安全環境研究所におい

ては、自動車と軌道系交通システム（鉄道、路面電

車等）の双方の研究を所管している特徴を活かし、

通信技術を活用して、双方の交通モードにかかわる

事故を防止し、安全性を向上するための研究を進め

ている。本稿では、そのような当研究所の取り組み

の一端を紹介する。 

２．通信を活用した安全性向上への取り組み 
２．１．通信を活用した鉄道での取り組み 
自動車と鉄道の接触点となる踏切では、表１に示

すように、鉄道事故全体の約４割に上る事故が発生

しており、鉄道の安全にとって踏切事故防止対策は

重要な課題となっている。 
表１ 鉄道事故件数における踏切事故件数 2) 

 鉄道事故件数 踏切事故件数 
平成 18 年度 849 367 
平成 19 年度 892 350 
平成 20 年度 849 312 
平成 21 年度 851 353 
平成 22 年度 872 301 
平成 23 年度 867 329 
平成 24 年度 811 294 
そのため、当研究所では、図１のように、踏切内

で立ち往生した自動車と列車の衝突を防止するこ

とを目的とした双方向衝突防止システムを構築し、

評価実験を行ってきた。 

 
図１ 双方向衝突防止システムイメージ図 

 このシステムは、自動車が踏切内で立ち往生した

状態を、自動車に搭載した装置（実用時にはカーナ

ビゲーションシステムに組み込む形態を想定）によ

り検出し、汎用通信を利用してインターネット経由

で鉄道の運行管理センタに伝送する。情報を受け取

った運行管理センタは、踏切に接近しつつある列車

に対して、汎用通信を利用してインターネット経由




